
経済連携協定 (EPA)に基づくインドネシア人及びフィリピン人

看護師 マ介護福祉士候補者の滞在期間の延長について

経済上の連携に関する日本国とイン ドネシア共和国との間の協定 (平成20年

条約第 2号。以下「日イン ドネシアEPA」 という。)及び経済上の連携に関す

る日本国とフィリピン共和国との間の協定 (平成20年条約第16号。以下 「日フ

ィリピンEPA」 という。)に塞づき本邦に滞在しているインドネシア人及びフ

ィリピン人の看護師候補者及び介護福祉士候補者 (以下 「外国人看護師・介護

福祉士候補者」とい う。)の扱いについて、次のとおり決定する。

1. 決定の趣旨

政府は、平成23年 3月 11日 の閣議決定において、平成20年度又は平成21

年度に入国した外国人看護師・介護福祉士候補者、すなわちイン ドネシア

人看護師候補者及び介護福祉士候補者第 1陣及び第 2陣並びにフィリピン

人看護師候補者及び介護福祉士候補者第 1陣 (注 :各国との受入制度開始

初年度に入国した候補者を「第 1陣」とい う。)にっいては、就労開始後に

受入施設で行われる外国人看護師・介護福祉士候補者に対する追力目的な学

習支援が本格的に開始される前に入国したことから、外交上の配慮の観点

から、追加的に 1年間の滞在期間延長を認める対象とすることとした。

しかし、訪 日前日本語研修については、現在の 6か月間の訪 日前 日本語

研修が実施 されるようになったのは、インドネシア人看護師・介護福祉士

候補者については平成24年度に入国した候補者、フィリピン人看護師・介

護福祉士候補者については平成25年度に入国する候補者、すなわちインド

ネシア人看護師 ,介護福祉士候補者及びフィリピン人看護師・介護福祉士

候補者それぞれの第 5陣からであり、それ以前に入国した候補者について

は、 6か月間の訪日前 日本語研修を受講 していない。

このため、平成22年度から平成24年度までに入国し、かつ、 6か月間の

訪 日前 日本語研修を受講していない外国人看護師・介護福祉士候補者につ

いても、外交上の配慮の観′点から、協定外の枠組みにおいて、追加的に国

家試験の受験機会を与える特例措置を講ずることも許容 されるとの考えの

下、日イン ドネシアEPA及 び日フィリピンEPAに よる受入枠組みを前

提とした上で、研修意欲の低下を招かないよう配慮しつつ、下記 3.に掲

げる一定の条件に該当した場合に、就労・研修しながら協定に基づく滞在

期間中の最後の国家試験の次年度の国家試験合格を目指すことを可能 とす

るため、協定に基づく滞在期間を超えて追加的に 1年間滞在期間を延長し、

日本での就労 。研修を継続 し国家試験を受験する機会を特例的に一回に限
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り得られるようにするものである。

2. 滞在期間延長の対象者

特例的な滞在期間延長の対象者は、平成22年度及び23年度に入国したイ

ン ドネシア人 。フィリピン人看護師・介護福祉士候補者並びに平成24年度

に入国したフィリピン人看護師・介護福祉士候補者、すなわち、イン ドネ

シア人看護師・介護福祉士候補者第 3陣及び第 4陣並びにフィリピン人看

護師・介護福祉士候補者第 2陣、第 3陣及び第 4陣 とする。

3. 滞在期間延長を認めるに当たっての条件

(1)イ ン ドネシア人看護師候補者第 3陣及びフィリピン人看護師候補者第 2

陣

イン ドネシア人看護師候補者第 3陣及びフィリピン人看護師候補者第 2

陣のうち、次のいずれにも該当する者に限り、所要の手続及び審査を経て、

上記 2.の とお り1年間の追加的滞在を認めることができるものとする。

ア 追加的な滞在期間における就労・研修は、協定に基づく受入機関との雇

用契約に基づいて行われること。

イ 候補者本人から平成25年度の国家試験合格に向けて精励するとの意思

が表明されていること。

ウ 受入機関により、平成25年度の国家試験合格を目指すため、候補者の特

性に応じた研修改善計画が組織的に作成されていること。

工 受入機関により、平成25年度の国家試験合格に向けた受入体制を確保す

るとともに、上記計画に基づき適切な研修を実施するとの意思が表明され

ていること。

オ 平成24年度の国家試験の得点が一定の水準以上の者であること。

(2)その他の滞在期間延長の対象者

上記 2.の外国人看護師・介護福祉士候補者の うち、インドネシア人看護

師候補者第 3陣及びフィリピン人看護師候補者第 2陣以外の候補者 (以下
「その他の対象者」とい う。)については、一回に限り日本で就労・研修 し

ながら国家試験を受験する機会を得 られるようにするための追加的な滞在

期間の延長は、インドネシア人看護師候補者第 3陣及びフィリピン人看護師

候補者第 2陣に対 して適用する上記 3.(1)オの基準 (注 :そ の他の対象者

にとつて協定に基づく滞在における最後の受験機会となる国家試験の得点)

も勘案 しつつ、基本的には、上記 3.(1)と 同様の条件の下にこれを認め

ることとする。その具体的な内容については、改めて関係府省にて検討する。

(以上 )



インドネシア及びフイリピンからの看護師 0介護福祉士候補者の受入れ
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これまでの政府の取組

現地にて,訪 日

前日本語研修
(6か月)を実施。

l

ヽ

訪日前,就労・研修中,国家試験及び試験後のあらゆる段階で政府の取組がなされた。

協定上の枠組み

在日期間 (訪日～国家試験,帰口まで):看護は 3年,介護は4年
・合格→看護師又は介

護福祉士として就労

(滞在期間の更新回数
に制限なし)

・ 不合格→帰日 (再受

験目的の来日は可能 )

・看護 :看護師資格+
実務経験 (インドネシ

ア:2年 ,フィリピン:3

年)

・介護 :看護学校卒又
は一定の学歴及び介
護士認定

訪 日後6か

月の 日本

語研修

国家試験
・看護師:3回
・介護福祉士 :1回

受入れ施

設で就
労口研修

′

′
,

Eラーニングロ通信

添削指導,模擬試

験:集合研修によ

る国家試験対策支
援.

全ての漢字へのふ

りがな付記,病名

等への英語併記 ,

試験時間の延長

2008年及び2009年
に入国し,一定の条件

を満たす候補者に対す

る1年間の滞在期間の

延長

慰労会,感謝状 ,

日本企業説明会 ,

再受験支援。

(注 1)介護候補者の要件である「一定の学歴」について,インドネシアは高等教育機関 (3年以上),フィリピンは4年制大学を卒業。

(注 2)フィリピンの介護福祉士候補者 (就学コース)については,介護養成施設を卒業することでフィリピンの資格取得可能。



ス回候補者数及び試験日程

1 候補奢入国者数織鐘檸
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2 試験甕程
(1)看護師国家試験
ア 日程 :2月 17日 試験 3月 25日 合格発表 (昨年度合格率:11.3%)
イ 出願者 :319名

(2)介護福祉士国家試験
ア 日程 :1月 27日 試験 (筆記)3月 3日 試験 (実技)3月 28日 合格発表 (昨年度

合格率:37.9%)
イ 受験者 :322名 (インドネシア人候補者184名 、フィリピン人候補者138名 )

(うち,滞在期間延長者18名 (インドネシア))



滞在期間延長の対象及び今後の取組

6か月間の訪日前研修の対象でなく,日 本語能力を習得する十分な機会がなかった候補者

は,一定の条件を満たす場合,1年間の滞在期間延長の対象とする。

入国年度 国 名
就労開始後の学

習支援

訪日前研修
(2～ 3か月)

訪日前研修
(6か 月)

滞在期間延長

平成20年度 (2008年度 ) インドネシア (第 1陣 ) X X X 延長済

平成21年度 (2009年 度 )

インドネシア (第 2陣 ) X X × 延長済

フィリビン(第 1陣 ) X X X 延長済

平成22年度 (2010年 度 )

インドネシア (第 3陣 ) O X × 今次
/II長

フィリピン(第 2陣 ) O X X ※今次 11長

平成23年度 (2011年 度)

インドネシア(第 4陣 ) ○ ○ X 今次延長

フィリピン(第 3陣 ) ○ ○ X 今次延長

平成24年度 (2012年 度 )

インドネシア(第 5陣 ) ○ ○ 今次延長非対象

フィリピン (第 4陣 ) ○ ○ X 今次世 l・

平成25年度 (2013年 度)

インドネシア(第6陣 ) ○ ○ 今次延長非対象

フィリピン (第 5陣 ) ○ O 今次延長非対象

※平成22年度に来日したフィリピン人候補者の在留期限は最短のもので本年 5月 9日 であることから,早急な決定が必要。

(1)帰国者に対する対応

慰労会,日 本企業就職説明会及び再受験支援 (模擬試験,Eラーニング・通信添削指導 ,

在外公館での国家試験受験願書配布・受付)。

(2)相手国の制度強化への支援
インドネシアにてJICAが看護実践能力強化プロジェクトを立ち上げ。他国についても検討中。

(3)ベトナムからの受入れ (現地での1年間の日本語研修十日本での研修 )

十分な日本語能力(日 本語能力試験N3)を有する人のみ訪日。2014年半ばに第1陣候補

者が訪日予定。


